
 附属明細書（住宅融資保険勘定）  

 

１ 固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細 

当期償却費 当期減損額

ソフトウェア 1,963,024,464 177,016,068 0 2,140,040,532 1,337,322,293 370,122,449 802,718,239

計 1,963,024,464 177,016,068 0 2,140,040,532 1,337,322,293 370,122,449 802,718,239

摘要

無形固定
資産

（単位：円）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高

 

 

２ 有価証券の明細 

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額

当期費用に
含まれた
評価差額

利付国庫債券（２０年）第６２回 4,095,594,000 4,600,000,000 4,591,882,196 -

利付国庫債券（２０年）第６６回 1,509,524,000 1,500,000,000 1,500,500,816 -

利付国庫債券（２０年）第７２回 2,394,668,000 2,300,000,000 2,309,290,980 -

利付国庫債券（２０年）第９０回 3,420,384,000 3,300,000,000 3,324,540,934 -

利付国庫債券（２０年）第１０５回 2,315,272,000 2,300,000,000 2,304,391,032 -

利付国庫債券（２０年）第１１２回 21,976,630,000 22,000,000,000 21,992,689,992 -

利付国庫債券（２０年）第１４８回 100,831,000 100,000,000 100,460,178 -

利付国庫債券（２０年）第１５０回 103,397,000 100,000,000 101,968,590 -

札幌市令和２年度第６回公募公債（５年） 500,000,000 500,000,000 500,000,000 -

宮城県公募公債第３６回２号（１０年） 400,988,000 400,000,000 400,748,642 -

埼玉県平成３０年度第３回公募公債 500,730,000 500,000,000 500,379,804 -

埼玉県令和元年度第６回公募公債 400,676,000 400,000,000 400,438,830 -

埼玉県令和元年度第８回公募公債 100,386,000 100,000,000 100,263,779 -

埼玉県平成２７年度第４回公募公債 304,464,000 300,000,000 303,374,986 -

埼玉県平成２８年度第３回公募公債 403,096,000 400,000,000 400,994,281 -

埼玉県平成２８年度第５回公募公債 602,934,000 600,000,000 600,975,859 -

千葉市令和２年度第２回公募公債 100,029,000 100,000,000 100,021,152 -

東京都公募公債第７４４回 203,392,000 200,000,000 202,494,841 -

東京都公募公債第７５３回 5,816,138,000 5,800,000,000 5,810,355,629 -

東京都公募公債第７５４回 201,106,000 200,000,000 200,337,816 -

東京都公募公債第７４６回 202,920,000 200,000,000 202,147,682 -

東京都公募公債（東京グリーンボンド（５年））第
４回

300,000,000 300,000,000 300,000,000 -

横浜市第１９回２０年公募公債 599,700,000 600,000,000 599,903,672 -

静岡県平成２８年度第４回公募公債 2,512,115,000 2,500,000,000 2,503,939,846 -

静岡県第８回２０年公募公債 800,000,000 800,000,000 800,000,000 -

静岡県平成２７年度第１０回公募公債 101,457,000 100,000,000 101,100,980 -

静岡県令和元年度第８回公募公債 701,631,000 700,000,000 701,040,783 -

愛知県平成２７年度第６回公募公債（１０年） 203,647,000 200,000,000 202,687,610 -

愛知県平成２７年度第１９回公募公債（１０年） 100,321,000 100,000,000 100,253,177 -

愛知県令和元年度第４回公募公債（１０年） 100,282,000 100,000,000 100,180,031 -

愛知県平成２７年度第１５回公募公債（１０年） 304,851,000 300,000,000 303,730,358 -

愛知県平成２８年度第７回公募公債（１０年） 1,105,379,000 1,100,000,000 1,101,791,527 -

愛知県令和元年度第６回公募公債（１０年） 100,285,000 100,000,000 100,182,889 -

愛知県令和元年度第８回公募公債（１０年） 100,287,000 100,000,000 100,184,964 -

愛知県令和４年度第３回公募公債（１０年） 400,932,000 400,000,000 400,854,206 -

愛知県平成２７年度第１３回公募公債（１０年） 101,469,000 100,000,000 101,121,111 -

名古屋市第１回２０年公募公債 204,746,000 200,000,000 200,249,890 -

名古屋市第２回２０年公募公債 544,026,000 500,000,000 503,738,861 -

名古屋市第１０回２０年公募公債 299,790,000 300,000,000 299,932,983 -

京都市令和２年度第４回公募公債 501,875,000 500,000,000 501,419,493 -

奈良県令和２年度第２回公募公債（５年） 100,034,000 100,000,000 100,026,152 -

広島県平成２５年度第１回公募公債 301,578,200 308,000,000 307,903,214 -

広島県令和元年度第３回公募公債 200,598,000 200,000,000 200,387,867 -

広島県令和４年度第１回公募公債 801,784,000 800,000,000 801,632,160 -

福岡県平成２１年度第１回２０年公募公債 799,600,000 800,000,000 799,872,334 -

福岡県平成２７年度第１回公募公債 300,795,000 300,000,000 300,177,973 -

福岡県平成２９年度第１回公募公債 299,940,000 300,000,000 299,974,594 -

福岡県平成２２年度第１回１５年公募公債 317,217,000 300,000,000 313,220,686 -

福岡市平成２１年度第３回公募公債（２０年） 599,760,000 600,000,000 599,922,360 -

第６回沖縄振興開発金融公庫債券 954,727,000 900,000,000 940,252,106 -

第２１回沖縄振興開発金融公庫債券 1,009,660,000 1,000,000,000 1,002,171,031 -

２０年第４回公営企業債券 103,103,000 100,000,000 100,108,427 -

２０年第５回公営企業債券 106,665,000 100,000,000 100,996,582 -

２０年第１０回公営企業債券 411,176,000 400,000,000 401,099,380 -

２０年第９回公営企業債券 312,759,000 300,000,000 301,255,099 -

２０年第１５回公営企業債券 106,950,000 100,000,000 105,258,834 -

（単位：円)

　
満
期
保
有
目
的
債
券

摘要
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２ 有価証券の明細（続き） 

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額

当期費用に
含まれた
評価差額

第８回国際協力機構債券 115,581,000 100,000,000 105,289,693 -

四国電力株式会社第２５３回社債（一般担保付） 997,102,000 1,100,000,000 1,098,285,216 -

２０年第３回地方公共団体金融機構債券 2,049,158,000 1,700,000,000 1,927,894,355 -

２０年第４回地方公共団体金融機構債券 360,722,000 300,000,000 340,618,433 -

第７３回地方公共団体金融機構債券 101,702,000 100,000,000 101,266,066 -

第８１回地方公共団体金融機構債券 100,574,000 100,000,000 100,450,396 -

５年第２３回地方公共団体金融機構債券 100,096,000 100,000,000 100,002,657 -

第１２８回地方公共団体金融機構債券 1,310,634,000 1,300,000,000 1,307,309,048 -

第５１回地方公共団体金融機構債券 102,287,000 100,000,000 100,344,774 -

Ｆ２１０回地方公共団体金融機構債券 105,869,000 100,000,000 103,461,391 -

第５８回地方公共団体金融機構債券 1,229,256,000 1,200,000,000 1,208,791,334 -

Ｆ２回地方公共団体金融機構債券 2,300,000,000 2,300,000,000 2,300,000,000 -

Ｆ３回地方公共団体金融機構債券 2,300,000,000 2,300,000,000 2,300,000,000 -

Ｆ６回地方公共団体金融機構債券 1,200,000,000 1,200,000,000 1,200,000,000 -

Ｆ１７９回地方公共団体金融機構債券 206,038,000 200,000,000 204,496,833 -

Ｆ３９８回地方公共団体金融機構債券 102,395,000 100,000,000 101,555,517 -

第３４６回東京交通債券 370,732,000 400,000,000 399,528,967 -

第６０回鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 102,153,000 100,000,000 100,321,927 -

第７２回鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 108,452,000 100,000,000 105,520,463 -

第１２３回都市再生債券 201,290,000 200,000,000 200,417,458 -

成田国際空港株式会社第３８回社債（一般担保付） 302,013,000 300,000,000 301,525,319 -

西日本高速道路株式会社第２８回社債（一般担保
付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
重畳的債務引受条項付）

1,319,061,000 1,300,000,000 1,315,102,545 -

第３９回日本高速道路保有・債務返済機構債券 610,311,000 600,000,000 602,955,719 -

第１０７回日本高速道路保有・債務返済機構債券 102,710,000 100,000,000 100,206,113 -

第１２８回日本高速道路保有・債務返済機構債券 299,295,000 300,000,000 299,913,590 -

第１４０回日本高速道路保有・債務返済機構債券 304,470,000 300,000,000 302,590,404 -

株式会社日本政策金融公庫第７７回社債（一般担保
付）

200,000,000 200,000,000 200,000,000 -

株式会社日本政策投資銀行第121回無担保社債（社
債間限定同順位特約付及び分割制限付少人数私募）

400,000,000 400,000,000 400,000,000 -

株式会社日本政策投資銀行第１５８回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

2,500,000,000 2,500,000,000 2,500,000,000 -

株式会社日本政策投資銀行第６９回無担保社債（社
債間限定同順位特約付）

2,500,000,000 2,500,000,000 2,500,000,000 -

株式会社日本政策投資銀行第１２１回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

200,000,000 200,000,000 200,000,000 -

政府保証第３回株式会社日本政策投資銀行社債 103,803,000 100,000,000 100,197,697 -

第３３回道路債券 121,723,000 100,000,000 112,151,009 -

第３８回道路債券 412,540,000 400,000,000 401,225,357 -

東日本高速道路株式会社第６４回社債（一般担保
付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
重畳的債務引受条項付）

99,902,000 100,000,000 99,933,804 -

東日本高速道路株式会社第６７回社債（一般担保
付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
重畳的債務引受条項付）

1,409,401,000 1,400,000,000 1,406,426,851 -

計 85,811,568,200 85,408,000,000 85,892,612,135 -

種類及び銘柄 取得価額 時価
貸借対照表

計上額

当期費用に
含まれた
評価差額

その他
有価証券
評価差額

摘要

譲渡性預金 2,000,000,000 2,000,000,000 2,000,000,000 - -

計 2,000,000,000 2,000,000,000 2,000,000,000 - -

87,892,612,135

　
満
期
保
有
目
的
債
券

摘要

貸借対照表計上額合計

（単位：円)

そ
の
他
有
価
証
券

 

 

３ 引当金の明細 

目的使用 その他

賞与引当金 46,443,670 46,347,363 46,443,670 0 46,347,363

計 46,443,670 46,347,363 46,443,670 0 46,347,363

（単位：円)

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
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４ 退職給付引当金の明細 
（単位：円)

期首残高 当期増加額 当期減少額（△）
勘定間異動に

伴う増減
期末残高 摘要

退職給付債務合計額 1,689,805,515 75,201,690 △ 111,149,156 △ 77,773,475 1,576,084,574

退職一時金に係る債務 751,300,056 55,529,308 △ 74,714,180 △ 34,578,664 697,536,520

確定給付企業年金に係る債務 938,505,459 19,672,382 △ 36,434,976 △ 43,194,811 878,548,054

△ 88,663,812 △ 38,629,593 3,006,245 4,752,488 △ 119,534,672

未認識過去勤務費用 △ 8,285,978 △ 13,354,959 △ 4,403,688 △ 6,513,856 △ 32,558,481

未認識数理計算上の差異 △ 80,377,834 △ 25,274,634 7,409,933 11,266,344 △ 86,976,191

年金資産 △ 795,415,789 △ 18,777,372 36,434,976 36,633,599 △ 741,124,586

退職給付引当金 805,725,914 17,794,725 △ 71,707,935 △ 36,387,388 715,425,316

区分

未認識過去勤務費用及び

未認識数理計算上の差異

 

 

５ 役員及び職員の給与の明細 

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
12,801 1 52 0

( 3,241 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 )

542,734 64 72,391 3
( 3,241 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 )

555,535 65 72,444 3

役員

職員

合計

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

（単位：千円、人）

 
（注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準は、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程及び独立行政法人住宅金融支援機

構役員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第50条の２第２項の規定に基づき、国土交通大臣及
び財務大臣に届け出るとともに、公表しています。 

（注２）職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、独立行政法人住宅金融支援機構職員給与規程及び独立行政法人住宅金融支援機
構職員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法第50条の10第２項の規定に基づき、国土交通大臣及び財務大臣に届け出るとと
もに、公表しています。 

（注３）支給人員数は、法人単位の年間平均支給人員を令和４年度末の各勘定別給与比率により按分した人数（小数点以下四捨五入）
を記載しています。 

（注４）上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しています。 
（注５）報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含みます。 
（注６）上段（ ）書きは非常勤職員であり別掲となっています。 

 

給与等の支給基準の概要 

 役員報酬基準の概要     理 事 長  1,129,000円 

               副 理 事 長   970,000円 

               理事長代理   926,000円 

               理 事   839,000円 

               監 事   759,000円 

を月額として支給しています。 

               その他の諸手当については、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程に基づき支給しています。 

 役員退職手当の概要     役員の退職手当は、独立行政法人住宅金融支援機構役員退職手当規程に基づき支給しています。 

職員給与基準の概要     職員の給与は、基本給及び諸手当としています。 

               給与は、独立行政法人住宅金融支援機構職員給与規程及び独立行政法人住宅金融支援機構再雇用職員 

               給与規程に基づき支給しています。 

 非常勤職員給与基準の概要  非常勤職員の給与は、基本給及び諸手当としています。 

               給与は、独立行政法人住宅金融支援機構再雇用職員給与規程に基づき支給しています。 

職員退職手当の概要     職員の退職手当は、独立行政法人住宅金融支援機構職員退職手当規程に基づき支給しています。  
 

６ 開示すべきセグメント情報 

 

中期目標における事業区分に基づくセグメント情報である住宅融資保険等事業に係る計数

は、住宅融資保険勘定と同一であるため、記載を省略しています。 
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７ 営業経費の明細 

（単位：円）

金額 備考

人件費 689,627,918 基金掛金の事業主負担分を含みます。

管理旅費 3,796,951 法人全般にわたる計画、調整、管理等の一般管理業務のための旅費（一般管理費）

管理諸費 242,635,810 法人全般にわたる計画、調整、管理等の一般管理業務のための諸費用（一般管理費）

業務旅費 2,889,947 独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法律第82号）第13条に規定する業務の執行のための旅費

業務諸費 1,059,349,399 独立行政法人住宅金融支援機構法第13条に規定する業務の執行のための諸費用

その他 403,366,994

計 2,401,667,019  

 

 

８ 関係法人 

 

当事業年度末において、特定関連会社等に該当する法人はありません。 
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